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1は じ め に
1.1　 3PLの 概 要
「物 流 企 業 」 とい う言 葉 か ら
,多 くの 人 は大 型 トラ ッ ク あ る い は船 舶 な どで,コ ンテ ナ な ど を
運 搬 し,大 都 市 の 郊 外 な ど に設 け られ た物 流 セ ン タ ー を思 い 浮 かべ る人 も多 い か も しれ な い.
も ち ろ ん,こ う い っ た"ハ ー ド面"も 物 流 産 業 に は不 可 欠 の要 素 で あ る.し か し,多 くの 企
業 が 生 き残 りをか け て コス トダ ウ ン に取 り組 む 現 在,物 流 の 分 野 で はハ ー ドと し て存 在 す る さ
ま ざ ま な イ ン フ ラス トラ クチ ャ ー をい か に活 用 して トー タル と して 最 適 な物 流 を実 現 す るか と
い う こ とが,イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ ー の 拡 充 と 同 時 に重 要 視 され て い る.「 トー タル と して の
最 適 を 目指 す 」 と い う現 代 に お け る 物 流 の課 題 に応 え る もの と して 注 目さ れ て い る の が,3PL
で あ る.
図1が 示 す よ うに,3PL1)と は,荷 主 と物 流 業 者 以 外 の 第3者 が,荷 主 か ら総 合 的 な物 流 業
務 を一 括 して 請 負 う ア ウ トソ ー シ ング サ ー ビ ス を指 す とい う機 能 を持 っ た 物 流 会 社 で あ る.
3PL企 業 は,そ れ ぞ れ の 企 業 に とっ て,最 適 と な る物 流 シス テ ム を構 築 コス ト削 減 へ の 提 案
な ど,物 流 業 務 全 体 の最 適 化 や 効 率 化 に 関 して,プ ラ ンニ ング や シス テ ム構 築 な どを 一 括 して
請 け 負 い,外 部 の 物 流 業 者 な どを 使 っ て業 務 を遂 行 す る.物 流 業 者 に業 務 を 委 託 す る の と は違
い,3PLは 「荷 主 の物 流 部 門」 と して 振 舞 うた め,複 数 の 物 流 業 者 か ら最 も荷 主 の利 益 にか な
う業 者 を選 択 した り,荷 主 側 の要 望 を物 流 業 者 と交 渉 した り とい った こ とが 可 能 とな る.
また,3PLに は,ノ ン ア セ ッ ト型(資 産 を持 た な い)と ア セ ッ ト型(資 産 を持 つ)に 別 れ,
主 要 機 能 と して,コ ンサ ル テ ィ ング(対 荷 主 企 業),プ ラ ンニ ン グ(対 荷 主 企 業),マ ネ ジ メ ン
1)3PLは3rdPartyLogisticsの 略 である.ア メリカで生 まれた概念で,顧 客 の物流業務 を包括的に請 け負
い,経 営戦略上,最 適 になる ように物流 システムを構築 し,業 務 を受託する物流総合 アウ トソーシング ・
サー ビスであ る.顧 客の立場か らすれば3PLの 導入 は物流部門に費や していた経費 人員,設 備 などの
経営資源を得意分野へ集中的に投資 し,コ アコンピタンス戦略に注力で きることになる.
ト(対 物流会社)を 持つ会社である.
1.2従 来の物流 シス テムとの相違
従来型の物流サービスは顧客の要求するサービスを切 り売 りし顧客の指示 により行 う下請業
務であるといえる.こ れに対 しサー ドパーティー ・ロジスティクス 「3PL」 は顧客の物流業務
全体 を運営するだけでな く顧客の側 に立って管理することまで包括的に請け負うサービスであ
るといえる.こ れを引 き受ける3PL業 者 は顧客のパー トナーとして調達 ・生産 ・販売に関する
情報と改善 目標 を共有 し,こ れに基づいて顧客のサプライ ・チェーン ・マネージメントのレベ
ル ・アップを目的に顧客の側に立って最適なロジスティクス ・オペレーションとシステムを提
案 ・構築 し顧客に対 し責任 を持って運営することになる.
1.3研 究 目的
荷主である日本の製造業者や流通業者の中国進出が加速 しているので,日 本の物流業界は厳
しい環境 にさらされている.過 去10年 以上の景気低迷で,売 上高物流コス ト比率が漸減傾向
にあるなど,市 場規模は縮小傾向にあると見 られる.こ うした中で,堅 調に伸びてきたのが,
新物流システムである3PLで あ り,当該新 システムは,日 本の物流業界にとっては「フロンティ
ア」である.そ して3PLの メリッ トとしては,主 に次の3点 があげられよう.
① 効率的なコス ト削減
倉庫設備や輸送車両などを持たないノンアセッ ト型物流により,現 有のハー ドの使用や社内
外の旧来の慣習にとらわれることな く,あ くまで荷主企業の物流最適化を第一の 目的としてシ
ステム構築 や物流戦略の提案を行 うことができる.
② 本業への企業力の集中
いままで物流部門に割いていたコス トや人材 などを本業へ集中することで,本 来の競争力を
取 り戻 し,企 業の経営環境 を改善することができる.
③ 商物分離の実現
営業活動 と物の輸配送を分離することで,共 同配送など効率的な物流システムの構築 を行っ
た り,商 流のみに専従することで,営 業力の拡充や営業エ リアの拡大などに専念することがで
きる.
日本における3PLビ ジネスの現状や参入状況の分析 に基づいて,3PLビ ジネスを普及促進
す るために必要な条件整備と方策を策定することで,中 ・長期的には日本の物流業界が活性化
され,3PLの 市場規模 も大 きく成長で きるなどの方向性 を追究することが本稿の 目的である.
2.3PLビ ジネスの現状 と参入状況
2.13PLビ ジネスの基本的 な仕組 み
日本において5年 ほど前か ら一般的になりつつある3PL(サ ー ドパーティ ・ロジスティック
ス)は 米国で生まれ,90年 代前半から本格的に普及 した.3PL自 体の定義はあいまいで,国 土
交通省によると 「荷主に対 して物流改革を提案し,包 括 して物流業務を受託する業務」と定義
しているが,こ れではわか りにくい.こ のほかに,様 々な定義がなされているが,基 本的な仕
組みはわか りやす く記述すると,以 下の ようなものであろう.
① まず,荷 主の物流 コス トの削減(売 上高物流 コス トなどを指標 として)を 必達 目標とし
て見積 もり,こ れを契約期間内に達成す る提案を行う.3PL企 業はコンサルティングを行
うだけでな く,物 流 コス ト削減の具体的な実行(計 画,実 施 評価)に 責任を持つ.
② その手段 としては,物 流と切 り離せないサプライ ・チェーン ・マネージメント(SCM)2)
にも踏み込み,物 流業務全体の改善,再 構築 最適化ないしは効率化などについての提案
が含まれる.結 果 として,在 庫回転率の向上によるキャッシュフローの改善など,財 務体
質の改善にもつながる.
③ ②に基づいて荷主企業の物流業務の全てないしは一部を受託する.こ れが国土交通省の
言う 「包括 して物流業務を受託する業務」である.企 業秘密に関わるSCMを 含むため,秘
密保持契約が結ばれることが多い.
④ 受注企業は実際の輸送や保管を荷主企業が求めるコス トと一定以上の品質を条件 に 一
社 ないし複数の企業 に実際の業務を 「再委託」する場合があ り,物 流関連のアセットを持
たない場合 「ノンアセッ ト型3PL」 と呼んでいる.実 施業者 と荷主企業との問に受注企業
が入るため,サ ー ド・パーティと呼ばれるのであるが,自 社のアセットを使用 して 「再委
託」をかけない場合 「アセット型3PL」 と呼ばれている.
2.2日 本 における3PLビ ジネスの現状
日本での3PLの 具体的な業務としては,大 規模なもので,大 手流通グループの流通センター
の包括的な受託管理をはじめ,物 流情報管理 在庫管理 発受注管理 流通加工(検 針,値 札
付,梱 包等),工 場構 内物流,宅 配便の派生サービスなど内容は多岐に渡る.ま た90年 代の終
わ りか ら,同 一地域内の共同輸送,異 業種間あるいは最近では同業の競合他社同士の製品や中
間財の共同輸送などが急増 して脚光を浴びている.
日本における3PLの 市場規模は定かではない.3PL発 祥の地 とされる米国では,物 流業界
全体の受注額の うち60か ら70%が3PLに よるという説があるが,日 本の場合 は10%程 度 と
も言われている.た だし,ど の ような企業や業務が3PLの 範疇 に入るのか,線 引 きが明確では
ない.さ らに,3PLの 専業会社は極めて少ないこともあ り,定 性的に日本の3PLを 眺めた場合




2.3日 本 における3PLビ ジネスへの参入状況
日本の3PL市 場には,倉 庫業者,ト ラック運送業者,利 用運送業者 といった物流業者だけで
はな く,本 来物流サービスの需要者である荷主企業側,た とえば製造業や商社,卸 売業などが
物流子会社を設立 して参入 している.日 本の3PL市 場 は,物 流業以外の偉業集からの参入が
活発 に行われてお り,多 様な参入主体によって構成されているのである.




倉庫業者が3PLビ ジネスに参入する場合,基 本的には自社倉庫 を足がか りとしたアセッ ト
型の参入 となる.ハ ー ドウェアとしての 自社倉庫で,こ れまでの倉庫運営業務の中で蓄積 した
施設運営や在庫管理などのノウハ ウを活用する.こ れまでの保管 ・入出庫業務に加えて,倉 庫
内での付帯作業,流 通加工作業や温度管理などの付加価値サービスを提供する.こ うして,保
管 ・入出庫業務中心の倉庫業から3PLへ の転換を図っている.
倉庫業者が3PLビ ジネスの展 開へ向けて受託範囲を拡大するうえで大 きなポイン トとなる
のが,「足回 り」すなわち輸送配送機能の確保である.倉 庫業者は配送機能の確保 ・強化へ向け
て,ト ラック運送業者 との業務提携(ア ライアンス)を 活発に行 っている.
全国展開する大手倉庫業者による参入のもと,特 定地域を中心 に事業展開を行ってきた地方
の中堅倉庫業者が3PLへ の業態転換を図るケースも見られる.ま た,大 手倉庫業者の中には,
3PLビ ジネスを行 うために物流子会社を設立して参入するケースも見 られる.
② トラック運送業者の参入
トラック運送業者の場合も輸配送車両 という自社アセッ トがあ り,基 本的に自社の輸配送車
両や仕分け ・積み替えター ミナル,輸 配送ネッ トワークを生か したアセット型事業者 として参
入する.ト ラック運送業者 は従来の運送事業か ら3PLサ ービスへの展開を図るために,温 度
管理輸送や,時 間指定 を目的 としたきめ細かい貨物追跡 などにより,輸 送サービスの精度を高
める付加価値サービスを提供 している.
全国展開する大手特別積み合わせ輸送業者3)に よる参入のほか,特 定地域の トラック運送業
者 によるエリア限定型サービスや,低 温輸送業者が食品などの特定品 目をターゲ ットとして,
温度管理 という付加価値サービスを展開するケースがある.
従来の輸送サービスの付加価値を高めるだけではなく,3PLと して包括的な受託,広 範な
サービスの提供を行 うために,運 送業者同士の業務提携(Alliance)に よるネッ トワークの拡大
が行われている.ま た,保 管機能 ・在庫管理機能の確保へ向けて,倉 庫業者 との間で業務提携
を行い,一 貫輸送サービスを提供するケースも見 られる.
③ 利用運送業者の参入
利用輸送業者(NVOCC)4)は,自 らは輸送手段 を持たずに,顧 客企業のために最適なキャリア
(航空会社 ・船会社)や トラック運送業者 を選択 ・手配して組み合わせる ドア ・ツー ・ドア輸
送サービスを展開する.3PL市 場 においては,い わゆるノンアセット型事業者として位置づけ
られる.大 手NVOCCは,す でに国際複合一貫輸送 という形でグローバルレベルでのサービス
展開を行ってお り,以 前か ら 「総合物流業」として3PLサ ービスを提供 していた と称するとこ
ろも見 られる.
利用運送業者の場合,概 念上はいわゆるノンアセットが他種業者としての位置づけになるも
のの,日 本の大手利用運送業者の多 くは実際には特別積み合わせ輸送業者 も兼ねてお り,自 社
アセッ トとして輸配送車両や積み替え・仕分けターミナル,全 国をカバーする津配送ネットワー
クをすでに整備 ・保有 している.つ まり,こ れらの大手事業者の中には,3PL事 業展開に当たっ
て自社の中にロジステイクス ・サービス担当部門を設置した り,3PL会 社 として共同出資会社
や物流子会社 を設立するところも見られる.
3)一 般的に,こ れを 「特積み業者」と呼んでいる.
4)NVOCC(NonVesselOperatingCommonCarrier.日 本語で非船舶輸送業者 ・利用輸送業者)は,港 か
ら港(porttoport)へ 貨物を運送することに留まらず,2つ 以上の運送手段(海 運 ・陸運 ・空運)を 組み
合わせ,複 合した運送責任の元に場所から場所(DoortoDoor)へ の一貫輸送を提供する.
利用輸送業者か ら3PLビ ジネスの展開を図る場合,こ れまでの不特定多数の顧客向けの定
型的なサービスか ら,特 定企業向けの専属的サービスへの転換をいかに図るかがポイントにな
る.ま た,外 資系利用輸送業者 も日本市場でのロジステイクス ・サービスの展開を狙ってお り,
日本の利用輸送業者にとっては大 きなビジネスチャンスがある反面,競 争の激化が予想される.
④ 物流業以外か ら異業種の参入(製 造業者 ・商社 ・卸売業者)
日本の3PL市 場において,異 業種の参入として特筆すべ きはメーカーの物流子会社である.
こうした物流子会社は,食 品製造業や電気製造業が中心 となっている.
メーカー物流子会社の場合,も ともと親会社貨物 という大量ベースカーゴがあ り,貨 物確保
が容易であるとい う強みがあった.ま た,親 会社やそのグループ企業が製造する特定品目の取
り扱いノウハウを蓄積 してお り,当該品目の取 り扱いに必要な施設や機材 などを保有 していた.
そして,こ れ らメーカーの物流子会社は,自 社の経営基盤の確立,収 益確保のため,親 会社
以外か らの収入確保を目指すようになる.親 会社か らの物流業務受託の中で蓄積 したノウハウ
を生か して,親 会社以外の企業から物流業務 を受託 し,物 流サービスの外販部分の拡大とい う
形で,3PLビ ジネスを展開するようになったのである.
日本の代表的な3PL事 業者 とされる日立物流は,大 手電機メーカー日立製作所の物流子会
社 として設立 されたが,2001年 の売上 げ構成 を見る と,一 般顧客向けのロジステイクスソ
リューション事業(3PL)の 売上げが,34%に 達 してお り,親 会社である日立製作所向けの売 り
上げ27%を 上回っている状況である.
製造業 と小売業の問に介在 して流通 ・商流機能を担ってきた商社や卸売業者も,3PLビ ジネ
スへの参入を活発化 させている.大 手総合商社ではメーカーと同じ物流子会社 を通 じて3PL
を展開 している.
商社や卸売業者の場合 も,メ ーカー物流子会社 と同じく,も ともと大量のベースカーゴがあ
り,当 初の貨物確保が容易であるという強みがあった.ま た,勝 者や卸売業者はもともと商流
機能を持ってお り,グ ローバルネットワークやIT(情 報技術)・金融決済機能 コーディネー ト
能力などに強みを持っている.つ まり,メ ーカー と小売業の中間にあって,川 上か ら川下まで
をカバーする幅広いノウハウと機能を有 していた.そ れに加えて実際のものの流れ,す なわち
物流機能を取 り込みながら,こ れらを有機的に結びつける形で3PLビ ジネスに参入 している.
33PLビ ジネス促進 に必要 な条件
3.13PLビ ジネスに必要 なリソースの調達 ・確保





3PLビ ジネスの条件 ・特徴(従 来の物流サービスとの違い)は,荷 主企業の物流効率化を目
的としてお り,荷 主企業 に対 して物流改善 を提案 して,荷 主企業からの一括請負により広範 ・
多様 なサービスを提供することにある.
こうした条件 ・特徴 を踏まえると,3PLビ ジネスには,第1に ハー ドウェア(倉 庫や輸配送
車両),第2に ソフトウェア(情 報システム),そ して第3に 人材の3つ のリソースが必要とな
る.そ の概要は図4に 示 されているが,こ れらのリソースについて,3PLビ ジネス展開におい
て特徴的な点を明 らかにしてみよう.
① ハー ドウェア(倉 庫や輸配送車両等)
3PL事 業者は,前 述 した ように倉庫や輸配送車両などのハー ドウェアを事前で所有するア
セット型 と,こ れ らのハー ドウェアを所有せずリースなどで調達するノンアセッ ト方に分類さ
れる.3PL事 業者 にとっては,こ れ らのハー ドウェアをどのようにして揃 えるかが課題 とな
る.た だし,日 本の3PL事 業者はアセッ ト型 とノ ンアセ ット型の区別にそれほどこだわって
いるわけではない.
国土交通省調査のアンケー ト結果によると,図5が 示すように,7割 以上の事業者は 「自社
の施設 ・車両の利用を基本とするが,場 合によっては他社 もしくは顧客の施設 ・車両 も活用す
る」と回答 している.こ れに対 し,明 確にアセッ ト型に指向する.ま たはノンアセット型を指
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図53PLビ ジ ネス の施設 ・車 両の利 用形 態(事 業 者 ア ンケ ー ト)
(出所)国 土交通省2004P28
向 す る事 業 者 は,こ れ に 対 して そ れ ぞ れ14%程 度 に と ど ま っ て い る.
3PLビ ジ ネ ス を行 う事 業 者 は,実 際 の ハ ー ドウ ェ ア の 調 達 確 保 にお い て 中 間 的 な ス タ ンス を
取 っ て お り,ケ ー ス ・バ イ ・ケ ー ス で 弾 力 的 な使 い分 け を して い る.
② ソ フ トウ ェ ア(情 報 シ ス テ ム)
情 報 シ ス テ ム につ い て は,開 発 コス トの 高 さや ソ フ トの 購 入 価 格 な ど初 期 投 資 コ ス トの 高 さ
が 問 題 と さ れ て き た.し か し,先 の ハ ー ドウ ェ ア 同様 情 報 シ ス テ ム も必 ず 自己 投 資 で 整 備 し
な け れ ば な らな い わ け で は な い.情 報 シ ス テ ム 会 社 か ら簡 易 パ ッケ ー ジ ソ フ トを購 入 した り,
ASP5)サ ー ビス に よる シ ス テ ム の レ ンタ ル を活 用 した りす る こ とで,中 小 企 業 の 物 流 業 者 が 低
い コス トで3PLに 必 要 な情 報 シス テ ム を確 保 す る こ と も可 能 とな る.
③ 人 材(ヒ ュ ー マ ン ウ ェ ア)
3PLビ ジ ネ ス に必 要 な リ ソ ー ス の 中 で最 も重 要 な の が,人 材(ヒ ュ ー マ ン ウ ェ ア)で あ る.
ハ ー ドウ ェ ア や 情 報 シ ス テ ム は他 社 資 産 の活 用 や レ ン タル に よる 調 達 も可 能 で あ る が,人 材 は
基 本 的 に 自社 で 育 成 せ ざ る を得 な い.こ う し た 人 材 の確 保 ・育 成 が3PLビ ジ ネ ス 成 功 の 最 大
の ポ イ ン トとな る.
3PLビ ジ ネ ス に必 要 な 人 材 な い し能 力 と して は,第1に 物 流 コス トの診 断 解 析 や 提 案 営 業 を
行 う人 材,第2に 現 場 の 効 率 的 な 運 営 ・マ ネ ジ メ ン トを行 う人 材 が あ げ られ る.国 土 交 通 省 調
査 の ア ン ケ ー ト結 果 に よ る と,3PLの 展 開 に 当 た っ て今 後確 保 ・育 成 が 求 め られ る 人 材 と して,
「提 案 営 業 が で き る 人材 」「物 流 コス トの 診 断 ・解 析 が で き る人 材 」が 多 くあ げ られ て お り
,「倉
庫 ・運 送 ・フ ォ ワ ー デ ィ ン グ(輸 出 入)な ど物 流 分 野 に お け る 幅広 い 知 識 ・ノ ウハ ウ を 持 つ 人
5)ASPと は,ApplicationServiceProviderの 略称 であ り,イ ンターネッ ト経 由で情報システム会社のサー
バーか ら必要 な機能を持つ ソフ トを必要期 間だけ レンタルするサービスを提供す る事業者の ことである.
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材」「物流拠点 ・センターの運営 ・マネジメントができる人材」がこれに次いでいる.
このように,3PLビ ジネス成功のカギとなるのは人材の確保 ・育成であり,上 記のような人
材 を確保 ・育成で きれば,ハ ー ドウェアや情報システムに対する投資能力が十分でない中小事
業者であっても,3PLビ ジネス展開の可能性がある.
ただ し,実 際にこうした人材の確保 ・育成 を各事業者単位で行 うことは容易ではない.物 流
業者は,3PLビ ジネスには提案能力と現場の効率的な管理運営能力を持つ人材が必要であるこ
とは認識 していなが らも,時 間とコス トがかかることから必ず しも十分に育成できなかった.
また,育 成 を行っている事業者 も実際の育成は現場でのOJT6)が 中心であり,テ キス トマニュ
アルなどに基づ く系統だった知識 を習得させ るような手法による研修は行われていなかった.
最近になって一部の大手 ・先進3PL事 業者では,3PLビ ジネスを担 う人材育成を目的とした社
内研究 ・資格制度を設けているが,多 くの事業者はまだそこまでの余裕がないのが実態である.
3.23PLビ ジネスの拡大 に当た って必要 な条件整備
3PLビ ジネスの展開に当たっては,ま ず物流業者 自身が上記のリソース ・機能を調達 ・確保
しなければならないが,特 に新たに3PLビ ジネスに参入 しょうとする事業者,と りわけ中小事
図63PL事 業 の拡 大 に 当た って必 要 な条件 整備(事 業者 ア ンケ ー ト)
(出所)国 土交通省2004〔2〕P23
6)OJT(OntheJobTrainingの 略)は 職場内訓練 の意味である.日 常業務 を通 じ,実 地に必要 な知識 ・技
法 を身につ けさせようとする社 内訓練法である.
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業者が単独で必要なリソースを調達 ・確保 してい くことはきわめて困難である.3PLビ ジネス
への参入を促進する観点か ら,事 業者の3PL展 開を側面から支援する一定の条件整備が必要
となる.
国土交通省のアンケー ト結果を見ると,図6が 示す ように事業者側では人材の育成に対する
支援ニーズが極めて高 く,3PLビ ジネスにおける人材育成の重要性が示されている.3PL事 業
の拡大に当たって必要な条件整備 として,物 流業者側では,「3PLに 必要な人材の育成マニュ
アルやテキス トの作成」,「3PLに 関する研究の開催」など,人 材育成に関連する項 目を多 くあ
げている.
43PLビ ジネスの普及促進方策
3PLは 物流分野における国際的な成長分野である.日 本において も,90年 代 のアウ トソー
シングの流れとも重な り定着 しつつある.現 在,日 本の物流業界は物流の規格やシステムは標
準化 されていないため,3PL分 野に新規参入するには,多 額の投資をしてカスタマイズしたシ
ステム開発が必要で,知 名度 信用力或いは資金力に欠ける外資やベ ンチャー企業にとって容
易ではない.し か し,3PL業 者の提携や再編 事業会社が物流部門をノンコアビジネスとして
売却 したり,外 資の参入がより活発になるとい うことで,今 後3PL市 場が活性化 し,大 きく成
長することが期待される.
4.1メ ーカーの物流部 門の売却 ・再編
日本では,2003年 の後半か ら物流事業の再編統合の動きが出てきた.日 産自動車は車両運送
子会社の 日産陸送の株式を日産陸送の経営陣や未公開株への投資を手掛けるファンドである
AIGジ ャパ ン ・パー トナーズ ・インクや東京海上キャピタルに売却 した.し かし各社の購入額
や株式取得比率は明 らかにされていない.日 産陸送は自動車の輸送車両約1,500台 を保有する
業界大手である,こ れにより日産の子会社から独立 した形となり,社 名を 「株式会社ゼロ」」に
変更,グ ループ外か らの売上拡大 を目指 している.
日産自動車は,ゴ ーン社長が進めるコス ト削減策の一貫 として,同 社の売却をテコに物流部
門の効率化を目指 した.日 産陸送側 は,親 会社である日産自動車の不採算子会社切捨て政策に
対 して,MBO7)を 使 って独立 した.そ の後 同社は三菱自動車の輸送などを始め,マ スコミに
も紹介されている.
7)MBO(Managementbyout)と は,企業の合併 ・買収の手法の1つ で,経 営陣(あ るいは従業員)が所
属している企業や事業部門を買収して独立することを指す.例 えば,オ ーナーでない経営者が,事 業の継
続を前提として,オ ーナーや親会社から株を買取り,経営権を取得するといことである.
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日産自動車の経営戦略に習 うかのように,他 の企業が物流子会社 を売却 した り,再 編 した り
す る以下のような例が現れてきた.
① 富士通が2004年2月 中旬 に出 したプ レスリリースによると,子 会社 の富士通 ロジス
ティックスの全株式 を,英 国に本拠をおいてグローバルに展開する物流サービス企業エク
セルの全額出資子会社であるエクセル・ジャパ ン株式会社 に売却す ることで基本合意 した.
② ① とほぼ同 じ時期 に,富 士電機は発行済株式数の55%を 保有する物流子会社の富士物流
株の うち27%を 豊田自動織機に売却することで合意 した.
③ アルプス電気系列のアルプス物流は,同 じく電子メーカー系のTDK物 流 を2004年10
月に合併することが決まった.
この他にも水面下で他のメーカーが自社の物流子会社の売却交渉を進めていると見 られる.
長引 く不況で,メ ーカーも日産のように雇用 を含めコス ト削減に例外を設けにくくなってきて
いると見 られる.
4.23PLの 連携や提携
3PLの 形態としてアセッ ト型 とノンアセット型に大別される.ア セ ット型は トラック ・倉庫
など物流機能を有する.ノ ンアセット型は自社で物流施設などを持たず,ト ラックの手配など
を行っている.日 本では圧倒的にアセ ット型が多い.ノ ンアセット型は商社系 など一部に限 ら
れている.発 展 しない理由としては物流システムの規格が標準化 されていないことや信用力の
ないノンァセット型企業が大企業から受注するのが困難なためである.
日本におけるノンアセッ ト型3PL企 業の業容拡大の障壁 は,大 手物流企業の子会社である
アセッ ト型 と比較 して,顧 客からの信用度が低いことと,受 注に至るまでの諸費用を負担する
リスクをもつことなどである.一 方,ア セット型3PLに とっても,自 らが持たないアセッ トや
商品を補完 して行 く必要がある.こ うした問題に対する答えの一つが連携や提携である.
今後,一 旦顧客 を獲得すれば,案 件が大 きいほど荷主側は3PL業 者を変更しにくいと考えら
れる.そ れは物流の規格やシステムがまちまちで標準化が容易でな く,個 別企業にあわせてカ
スタマイズされた包括的なシステム構築がなされ,さ らにSCMに 伴 う荷主側の企業秘密も物
流会社が共有する場合が多 くなるためである.物 流業者側 とすれば,大 きな案件になるほど,
いわば初戦で一定の勝負がつ き,そ の後の逆転やシェア獲得はそう簡単ではない という現実が
ある.そ うなれば,連 携や提携でいち早 く 「インサイダー」になるというインセ ンティブが増
えて くることが考えられる.
4.3投 資フ ァン ドと外資
投資ファンドも3PLを 加速する要因である.ま ず,ア ウ トソーシングが進む一方で,物 流ア
セッ トも 「受け皿ビジネス」によって流動化 されて再編が進み始めている.地 価の下落を利用
して,不 要 となった倉庫 などの物流アセットを買収 してリノベーションしたうえで,リ ースを
す るファンドが増えている.企 業のバランスシー ト調整で,自 社の物流アセッ トを一旦ファン
ドに売却 してリースバ ックするケース も多い.ま た,フ ァンドの中にはアセッ トを証券化 して
販売しているもの もある.そ うしたビジネスの代表が倉庫専門の国際的不動産会社 「プロロジ
ス」である.こ こ数年 自己資金 も投資 しながら,既 存アセ ットを買収するだけでなく,戦 略的
な立地に新たな物流センタービルを建設 している.ま た,国 内のファンドも同様の活動 をして
いる.こ うした,物 流アセッ トの流動化は使用する物流施設の選択肢を増やして行 くことにな
り,3PLを 促進する要因となろう.
エクセルやプロロジスのような外資は90年 代か ら日本 に進出していたが,2003年 前後か ら
活動が急速に活発になっている.こ れまで日本における外資物流会社 の活動は,フ ォワーダー,
船会社や国際小 口貨物 といった国内と海外の輸送を専門に扱 うビジネスが中心だった.エ クセ
ルが富士通の物流子会社 を買収 したことは,外 資が国内ビジネスに深 く入 り込む決断をしたこ
とになり,意 味深い.ま た,ノ ンアセッ ト型の3PL業 者の中には,会 社同士の提携 ・連携だけ
でなく,ア メ リカや ドイツ系のファンドか ら受ける訪問が半年で20社 以上 という会社 もある
という.フ ァンドや外資にも3PLの 認識が着実に高まっている.
1980年 までの 「不動産本位経営」から 「持たざる経営」に転換 したことは,物 流のアウ トソー
シングや,3PLを 生み出す要因となった.さ らに,国 際会計制度が導入される方向で,現 存会
計など資産の時価評価が強化される方向にあ り,資 産の流動化に拍車がかかるとみ られる.こ
うした トレンドの中で,フ ァンドや外資の活動が国内で活発化す る方向にあると考えられる.
このような,国 内メーカーや流通企業による物流部門の切 り離 し,3PL同 士の連携,外 資や
ファン ドの動 きがそれぞれ絡み合い,中 ・長期的にみて日本の物流業界を活性化させ,3PLの
市場 を大 きく成長させて行 くことが期待される.
5む す び
日本の物流業界は,日 本経済の構造転換 と成熟化で,こ れまでのように重量が多い貨物をよ
り多 く取 り扱 うほど収益が上がるという,単純な既存のビジネスモデルでの成長はあ りえない.
今回成長分野としてあげた3PLは 革新的なビジネスモデルであ り,物 流がSCMと リンクする
現状 に対応 して,物 流サービスの高付加価値化の向上 をもた らしたといえよう.
日本の物流業界においても,1990年 代後半頃から3PLが 注 目されるようになってお り,市
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場が確立 しているが,多 くの物流の事業者が 「3PL」 と称 してビジネスに取 り込んでいるもの
の,そ のサービス内容はまちまちであ り,3PL物 流業界は物流の規格やシステムが標準化され
ていない.そ して,3PL分 野に新規参入するには,多 額の投資をしてカスタマイズしたシステ
ム開発が必要で,知 名度,信 用力あるいは資金力に欠ける外資やベンチャー企業にとって容易
ではない.
本稿では,日 本における3PLビ ジネマーケティングの現状分析に基づいて,物 流業者 ・物流
業以外の異業者の3PLビ ジネスへの取 り組み状況を明 らかにす るとともに,3PLビ ジネスを
普及促進するのに必要な条件整備 と方策策定 などについて検討を行った.こ ういった現状 ・課
題の分析を進めなが ら,そ の内容や成果を活か し新システムを創生させることにより,日 本に
おける将来の3PLビ ジネスが物流業界を活性化させ,3PL市 場 を大 きく成長 させてい くこと
に期待 したい.
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